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論文の内容の要旨
　本論文は長江下流域の土地利用変化のメカニズムとプロセスを，定性的な記述分析，統計的分析，数理生態学
分野で開発されたモデル等を用いて明らかにすることを目的としている。
　本論文は5つの章より構成されている。
　第ユ章は本研究の目的と対象地域の説明を行い，研究手法等について，これまでの研究の動向や成果を踏まえ
て説明している。
　第2章は申国における土地利用変化の誘因を自然要因，経済要因，社会要因及び制度的要因に分けて定性的に
言己述している。
　第3章では，2章の分析を踏まえて長江下流域における土地利用変化について，2元配置モデル及び正準相関
分析を用いて，時問的並びに空問的な変化の構造を統計分析している。江蘇省全体と上海市等から構成される！2
地区を対象として27の土地利用・社会経済指標を8年間にわたって収集し，Bo疋Cox変換等により原データの正
規性を改良し，本章及び4章で周いるデータとしている。2元配置モデルにより，土地利用及びその変化につい
て，時代的な特徴が見られること，空間的には対象地域が6つに分類できること等を明らかにしている。また，正
準相関分析により，土地利用構造の変化には人口規模の増加，都市化の進行，経済水準の向上，固定資産の投資，
工業化の進行およびインフラの整備などが重要な誘因であることを指摘している。
　第4章では土地資源と人問経済活動をめぐる数理生態学の基本概念に基づいて，経済活動としての固定資産投
資と土地利用変化との相互関係を明らかにするために非線形の動的モデルの構築及び実証分析を行っている。対
象地域は長江下流部である上海市と江蘇省全体と参考例としての上流部の武漢市であり，各地域ごとにパラメー
タ推定を行っている。実証分析の結果として，開発されたモデルは土地利用変化量の推定に対する高い説明力を
持っていること，比較的良好な安定性を持っていることを示している。そして，中国で取られてきた耕地保護政
策は，その時々の政策的な影響はうけているものの土地利用変化に重要な役割を果たしてきたこと，また，長江
下流部の江蘇省全体では経済発展への需要から耕地減少への高い圧力に直面してきたという考察が述べられてい
る。
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第5章は全体の結論と今後の課題である。
審査の結果の要旨
　近年急激な変貌を遂げつつある長江下流域の土地利用変化について，変化誘因の記述的分析（2章），変化構造
の統計的分析（3章），そして数理生態学の成果を活用した動学モデルによる実証的分析（4章）を行ったもので
ある。2章，3章には方法論的な独創性は乏しいものの，多数のデータを用いた丁寧な分析がなされていて面白
い知見が得られている。また，4章では生態学において開発された資源と個体群の関係を連立微分方程式で記述
する数理生態系モデルを，土地利用と固定資産投資の関係に当てはめることを試みていて，1980年代から90年代
にかけての急激な土地利用変化をとらえることに成功している。データが十分には存在しない地域での急激，か
つ複雑な土地利用変化を記述するモデルとして注目される。先行研究は少数ながら存在するが，2章，3章での
分析を踏まえた構造と変数の同定方法や変化の激しい地域での適用と好結果に新規性・独創性が認められる。
　方法論的な新規性や独創性があること，地域研究として有用な知見を導出していること，また本論文の3章と
4章をもとに，専門学術誌2誌に査読論文2編が掲載されていることなど，学位論文として十分な水準に達して
いると判断できる。
　よって，著者は博士（都市・地域計画）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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